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エンフバヤル大統領は、2005年12月15日、

記者会見を行った。

その中で、彼は、2004年の経済成長率が10，6％

だったことがエンフバヤル政権（2000－2004年）

の最大の功績である、と述べた。また、エンフバ

ヤル政権の最初の3年間に、ゾド被害が大きく、

家畜1200万頭が斃死し、35万人が貧困化した。

このため貧困問題に取り組むことが困難となっ

た、とも述べた１）。

すなわち、彼は、エンフバヤル政権が高度経済

成長を達成したが、貧困問題は解決できなかった、

と述べているのである。

エンフバヤルは、ここで「経済成長」と「貧困」

を問題にしている。何故か。この背景にあるのは、

IMF（国際通貨基金）の PRGF（貧困緩和成長戦略）

である。

1．ＩＭＦとモンゴル

モンゴルは、1991年2月14日に IMF と WB（世

界銀行）に加盟した。そして、1991～92年の緊

急 融 資 (a Stand-by credit)、1993 ～ 96 年 の

ESAF（高度構造調整戦略）プランを経て、1999年

9月から PRGF（貧困緩和成長戦略）プランに基づ

く経済政策を実施してきた２）。

ここでいう ESAF プランというのは、新しいも

のでは、1997年から2000年までの3ヶ年融資プ

ランをさす。1997年に1500万ドル、3年間で総

額4500万ドル（半年ごとに供与）の融資が供与さ

れる。

エンフバヤル政権の性格
―２０００～２００４年―

村　井　宗　行

ただ、無条件に融資するわけではもちろんない。

その条件として、

1）賃金・価格の自由化、

2）輸入規制の緩和、

3）国営企業の民営化、

4）商業銀行制度の設立、

5）資本規制の緩和、

6）変動相場制の導入、などを前提とする。

その背景には、IMF の主張によると、

1）銀行制度の欠陥、

2）国営企業の肥大、

3）非能率性、

4）税制のゆがみ、

5）民営化のための法律インフラの不備、

　6）歳入欠陥が GDP（1996年）の9.5％、など

があるという。

特に、モンゴルの国家予算赤字は、致命的であ

る。

そのため、中間目標（1997～98年）として、

・市場経済への移行

・私企業の発展

・インフレを一ケタに

・実質年成長率を6％に

・外貨準備高を15週間に

・貯蓄高を上げる

・国家予算赤字を ?10.5％（1997年）

　から6％（2000年）に下げる

・国営部門を減少させる、などの諸政策を義

務づけている。

そして、たとえば、1997～98年のマクロ経済
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政策として、

・GDP 年成長率を3％（1997年）から

　5％（1998年）に

・インフレを3～4％に

・外貨準備高を15週に（1998年末）

・実質利率（公定歩合）を堅持

・商業銀行への融資制限

・企業への補助金削減

・賃金規制

・輸入関税の撤廃

・銀行再編

・銀行再編と税制改革によって国家予算赤字

を減少させる、などの実施をせまる。特に、「輸

入関税の撤廃」は、国内産業の荒廃を招く。実際

その通りになった。

また、「構造改革」として、

・国営企業を減少させ私企業を増加させる

・輸入関税の撤廃

・税制改革

・銀行制度の再編

・（外国資本）投資環境の整備、

「社会保障部門」では、

・国家歳出予算削減による教育・保健改革

・年金制度の自立化、などを迫っているので

ある３）。

この間の事情については、例えば、モンゴル銀

行総裁Я .オチルスフは、IMF 総会（1999年9月

28～30日）における演説でそれを明らかにして

いる。

オチルスフによると、モンゴルは、過去数年間

ESAF プランによる財政金融政策を実施してきた

が、1999～2000年には、

1）マクロ経済の安定化、

2）経済社会部門の構造改革、

3）私有セクター主導の経済改革、

4）輸出振興、

5）国内蓄積、といった政策によって、モン

ゴルの潜在的可能性がさらに発揮されるだろう、

と述べて、IMF および世銀によるモンゴルへの

融資援助に感謝している４）。

次に、PRGF（貧困緩和成長戦略）というのはど

ういうものか。

過去の ESAF（高度構造調整戦略）プランでは、

賃金・価格の自由化、輸入規制の緩和、国営企業

の民営化、商業銀行制度の設立、資本規制の緩和、

変動相場制の導入という前提目標の下で、イン

フレ率が300％から50％に低下させ（1995～96

年）、経済成長率が3～5％になった５）。

しかし、貧富の差の拡大と貧困化・失業は進行

している。

そこで、今後、

1）急速な経済成長と貧困緩和、

2）貧困層に対する政策、

3）保健、教育、地方インフラ中心、

4）私有セクター主導の経済成長、という

ＰＲＧＦ（貧困緩和成長戦略）プランに移行し、（一

人当たり GDP895ドル以下の IMF 加盟国に対し、

IMF と世銀が支援（アドバイスと実行）する。

その手法は、

1）マクロ経済：経済成長とインフレ率、

2）国家予算バランス、

3）良き統治、

4）マクロ経済安定、

5）維持可能な成長、

6）貧困緩和、などである６）。

こうして、モンゴルは、IMF プランを「忠実に」

実施してきた。

2．民主同盟連合政権批判

人民革命党は、1996年の国家大ホラル（国会）

議員選挙で敗北し、初めて野党となった。

この選挙敗北への対処を迫られた人民革命党

は、1997年2月23日、人民革命党第22回大会
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を開催し、新しい党綱領を採択した。

その党綱領によれば、人民革命党は、民主主義

的社会主義の党であると規定し、独立、主権、民

族統一、社会進歩をめざし、人権、自由、平等、

正義、連帯、社会保障を尊重する、とある。

後に、ウネン新聞（2007年10月22日付）が述

べるところによれば、これらの実現のために、「憲

法」を遵守し、「前の時代の歴史的経験 ､ 社会改革

に依拠する。」

すなわち、

1、社会政策：貧困 ､ 失業の撲滅 ､ 社会保

　障制度をモンゴルの特性に基づき強化する

2、経済政策：国内産業の競争力を高める、地

　方開発

3、科学・教育・文化政策：民族文化

4、自然環境政策：自然環境保護

5、政治政策：憲法 ､民主主義思想の遵守、

　NGO 支持、

6、社会主義インターナショナルに参加

7、選挙で多数派となる、という政策を実施

する。

このため、1998年、人民革命党第5回小会議

が開催され７)、1999年3月25～26日には、初

級単位書記長会議８) が開催された。

また、国際関係では、左翼あるいは左翼中道路

線の政党との友好関係を推進し、ロシア、中国の

与党および左翼政党との友好関係を推進した９）。

また、1999年に ､ 社会主義インター第21回大

会の正式メンバーとなった 10）。

2000年5月16～17日 ､ 人民革命党第8回小会

議が開催されて、人民革命党綱領を改定した 11）。

こうして、2000年選挙では、「政治混乱を正し、

貧困から脱却する」12）、という選挙宣伝を行った。

ただ、この人民革命党2000年選挙綱領の一部

には、「私有制度に依拠して経済発展を図る」13）、

という箇所もある。

このことについては、「民主主義的社会主義（い

わゆる民主社会主義）」の理論的指導者である

А .ツァンジド（国家大ホラル議員）が書いている

が、（民主社会主義の）政策は、1）社会保障制度を

作ること、就業機会を創設すること、教育・保健

部門を国民が平等に供与されること、2）市場関係、

私有を重視すること、3）民族文化、慣習を重視

することである、とあるように、IMF 路線を否

定しているわけではなかった 14）。

エンフバヤルは、新党首に選出され、新しい活

動を開始した。

彼は、民主同盟連合政権がその政権担当期間の

最後の年、2000年の4月5日、2000年春期国家

大ホラル（国会）において、野党である人民革命

党の議会内会派代表として冒頭演説を行い、民主

同盟連合政権を批判した。

彼は、民主連合政権が、

財政・金融部門の混乱

融資返済不能状態の現出

ゼロ関税政策導入による経済混乱

課税負担増による脱税行為

地下経済の繁栄（30％）

財政赤字の拡大

対外債務7億ドルに

民営化の失敗

輸出の減少、輸入の増大

カシミア原毛輸出許可による国内産業衰退

国内産業の衰退

民生の悪化、失業の増大

貧困層が三人に一人になった

牧民の60％以上が所有家畜100頭有以

　下に高い失業率

犯罪の凶悪化、を引き起こしたとして、

民主同盟連合政権の失政として、

日用品価格の自由化による生活状態悪化

地方選挙の結果無視

野党をスパイする

遠隔アイマグの切り捨てによる生活状態悪化

モンゴル研究　第24号22



自然災害からの牧民保護制度の放棄

公務員を党所属によって差別

近視眼的なゼロ関税制度導入による国内産業

　衰退

不法な民営化

銀行民営化の歪曲

汚職の横行

政治不信を招く

　国家予算によるビジネス、国家資産横領、の

諸事実をあげている 15）。

これは、事態を正確に捉えたものであった。

3．2000年国家大ホラル（国会）

議員選挙の意味

2000年7月2日、国家大ホラル（国会）議員選

挙が実施された（投票率は81.37％）。その結果は、

人民革命党の大勝であった 16）。

すなわち、人民革命党は、議席数の94.7％、

72議席を獲得（全議席は76議席）した 17）。

人民革命党大勝の原因は、民主同盟連合政権の

失政と腐敗にあった。

つまり、日用品価格自由化、ゼロ関税制度、銀

行合併問題、首相交代問題、ゾリク殺害、民営化

問題、インフレ、失業、地方のインフラ破壊、犯

罪率増加などがどう政権敗北に導いた要因であっ

た。

すなわち、エンフバヤルの推進した政策がモン

ゴル国民によって支持されたのであった

一方、海外での反響は、

・旧「共産党」の勝利、

・党首エンフバヤルに注目、

・「草原のブレア」、左翼中道、第三の道、

　・IMF と 再 交 渉 で き る か、 と い う も の

であった 18）。

4．エンフバヤル政権発足

エンフバヤルは、2000年国家大ホラル（国会）

議員選挙圧勝後の記者会見で、市場経済を堅持す

ることを表明した 19）。

また、彼は、選挙後の記者会見で、「われわれは

コミュニストという化け物ではない」、と述べて、

諸外国を安心させようとした。

実際、人民革命党は、（民主同盟連合政権の時期

には）大規模民営化、土地所有、エネルギー・銀

行制度改革などに反対していたが、民主同盟連合

政権の政策を継承せざるを得ないだろう、という

見方が一部でなされていた 20）。

そのことの前兆は、人民革命党小会議（執行委

員会）でのエンフバヤル報告（2000年7月17日）

でみることができる。

彼は、次のように述べている。すなわち、

・人民革命党選挙綱領の実施

　銀行金融政策の健全化

　関税、税制度の適正化

　国内産業育成

　中小企業支援

　就業機会の創出

　農牧業の電力化

　予算の公開性

　学費・医療費の軽減

・市場経済制度の維持

　観光業育成 21）

これが、政府綱領に盛り込まれ、

「政府政策綱領（2000～2004年）」として、

・経済成長

・輸出振興

・教育文化発展

・社会保障の充実

・地域発展、途方と都市間格差の是正

・モンゴルの特殊性考慮

エンフバヤル政権の性格 23



1．社会政策

「社会政策の基本的方向は、人間の発展を促

進し、民生の向上、社会サービスの提供、失

業・貧困の撲滅にある。」

2．経済政策

「マクロ経済を強固にし、輸出振興、私有制

度を中心として、経済安定をめざす。鉱山

業、牧畜業、輸出振興、観光業を発展させる。

2004年までに経済成長率を6％にする。」

3．地方政策

地域発展構想に基づく、資本投下、定住政策

4．自然環境政策

エコロジー保護

5．国防政策

6．行政混乱除去、風紀取締 22）

それでも、「モンゴルの特殊性考慮」や、「教育

文化発展」というように、IMF 路線とは異なった、

「第三の道」をも模索していたことも事実であっ

た。

5．エンフバヤル政権中間期の成果

― 政策の急展開

エンフバヤル首相は、2001年11月11日、国

連総会での演説の後、米国大統領ブッシュと会談

した。

その席上、エンフバヤルは、イスラム原理主義

に基づくテロリズムに反対する共に、米国からの

投資増を要請した 23）。

これを受け、エンフバヤル首相は、2002年12

月23日、臨時閣僚会議を招集し、2003年を「モ

ンゴル観光の年」、「協同組合の発展を支持する年」

と位置づけ、外務大臣エルデネチョローン、商工

大臣ガンゾリグに対し、その目標を達成するため

の会議をおのおの主宰させることにした 24)。

これら3つの記事は、国営通信社モンツァメが、

今年の10大ニュース、などという年末恒例の企

画に混じって、さりげなく発表されている。だが、

モンゴルの今後を左右する、かなり意味を持つ方

針であった。

エンフバヤルは、文化相を経験し、さらにそれ

以前には、通訳の仕事に従事してきた。国際交流

の経済的文化的側面を知悉していると思われる。

彼の主導で、2003年に大幅な観光客数の増加が

企画された。

それは、直接的には、国家予算に観光収入が納

入されるという、マクロ経済安定化のためである。

間接的にいうと、2004年には国家大ホラル（国会）

選挙が行われる。当時の世論調査によれば、「年金・

給料倍増」という、2000年国会議員選挙時の人

民革命党の公約が達成されていないため、支持率

が30％～40％と低下傾向にある。その公約実現

のための資金が見あたらないからだ。観光収入が

その実現に寄与するであろう。

「土地関係、測量、地図作製局」の新設は、「土

地所有法」採決に伴う処置である。当該法の問題

点は、土地測量など何ら具体的裏付けがないまま、

土地の無料分与が行われる、ということであった。

そうした欠陥（ザル法というべき）に対し、エン

フバヤル政権は本気で土地私有化に取り組むこと

を内外に示した。諸外国向け通信社モンツァメが

配信したのもその理由があるわけである。しかも、

この部局の責任者に、かなりの大物を充てている。

しかし、こうした方針に並行して、モンツァメ

が配信するところによれば、今年のゾド（冷害）

によって家畜が200万頭斃死し、103人が死亡し

ている25）。年金生活者数の増大（5人に1人）によっ

て、年金基金の運営に困難を来たし、ひいては社

会保障費支出が増加し、来年度当該部門の15％

削減、という目標（IMF プランに基づく）実現が

困難になっている 26）。ウムヌ・ゴビでは、医師、

教師、専門技師が不足している 27）。青少年犯罪が

深刻化し、青少年7千人が犯行を犯している 28）。

MCS 社の「コーラ」飲料工業労働者が労賃不払い
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の解消を求めてストライキを敢行した 29）。モンゴ

ル人の間で、有利な土地を求め、土地争いが激化

している 30）。第三病院が民営化される 31）。

2003年5月13日、エンフバヤル首相は記者会

見を行って、政権の総括を行った。その席上、彼

は、「遠大かつ壮大な政策を推進している」、とし

て、「加工業8.8% 増、資本投下20% 増、GDP 成

長率9.4%」、「50万世帯に土地を無料で供給」、「世

紀の道」、「貿易特区」などの成果を強調した（モ

ン ツ ァ メ 通 信2003年05月13日、 お よ び、 ウ

ヌ ー ド ゥ ル 新 聞2003年05月13日 付、Mongol 

Messenger 2003.05.14）。

また、正式にというか、人民革命党機関誌「ウ

ネン」は、2003年05月20日および21日付で、「モ

ンゴル政府の1000日、就労機会、進歩、発展の

三年間、モンゴル政府が過去三年間にどのような

ことをしたかについての各省の報告」を掲載して、

その「成果」を公表した。

「財務経済省報告」では、マクロ経済におい

て、GDP 成長率が2000年の1.1％から2002年

に3．9％になった、特に加工業の成長（2001年

22.7％、2002年24.3％）、産業発展があった。

それは、2001年を国内産業育成の年、2002年を

資本投下の年、とした政策の結果である。

IMF と「協調」し、支出の削減、収入の増加を

はかった。

財政赤字を縮小した（二分の一に）。会計制度の

整備。特産品加工業3％免税。金鉱業に免税措置

を講ずることによって成長を促した。

低所得者層の所得税を33.3％減税し、高額納

税者の所得税減税予定している。

対外負債をなくすことができた。モンゴル銀行

に対する債務を二年間でなくした。

国債を発行した。銀行の構造改革を行った。

インフレ率が1.6％に低下し、通貨準備高が

49％増加した。

商業発展銀行・農牧業銀行・バガノール発電所

を民営化した。

モンゴル支援国・機関による融資が6億6300

万ドルである。

アルタンボラク自由貿易特区を建設することに

なった。

地方産業育成のために50～100％減税した。

「工業貿易省報告」では、2001年を国内産業育

成の年、2002年を資本投下の年としたことの「成

果」として、工業生産高が2001年11.8％、2002

年3.8％増加し、特に、加工業が2001年22.7％、

2002年24.3％に成長した。

「食料農牧業省報告」では、牧畜業のための基金

を設立した。

「緑の革命」により食料生産が2.1％から3.3％

増加した。

食肉輸出を再開した（ロシア、日本、ヨルダン、

カザフスタンに）。

「自然環境省報告」では、土地法（改正）・土地

所有法を施行した。環境保護のための法整備を行

い、ゴミ問題に取り組んだ。

「法務内務省報告」では、法整備を進めた。

「インフラ省報告」では、日本政府融資によるウ

ランバートル第四発電所の修理、各国政府融資に

よるエネルギー施設の修理、日本政府無償援助に

よる石炭採掘、中国援助によるドゥルグニ水力発

電所、クウェート基金によるタイシル水力発電所、

世銀融資による電力網整備を行った。

電力部門を民営化した。

自動車道の整備・更新、橋の架設を行った。

アジア開銀特恵融資によるナライフ ‒ マーニ

ト ‒ チョイル間道路の敷設、世銀特恵融資によ

るエルデネト ‒ アルバイヘール道路の補修、日

本政府無償援助によるウランバートル市内道路の

補修を行った。

観光客が増加し、観光業が成長した。

ウランバートル鉄道債務の完済した。

電話網を整備した。携帯電話が増加した。外資
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による電話の自動化を行った。

スペイン政府特恵融資による清掃施設の改修を

行った。

「社会保障労働省報告」では、年金の完全支給、

給料の増額を実施した。

最低賃金額を3万ドルに増額した。

失業率が2002年3.3％に低下した。

「教育文化科学省報告」では、「教育一括法案」を

上程し、承認された。

「保健省報告」では、法整備を行った。

「国防省報告」では、平和維持軍へ参加した。モ

ンゴル軍・米軍合同演習「バランス・マジック」

を実施した。

農牧業部門で、かつて1980年代まで行われて

いた手法が復活していることは、社会主義的手法

への回帰の意味もあろうし、牧民の自己責任だけ

で、ガン（干害）・ゾド（雪害）を克服するのは困

難である、ということが再認識されたことを示し

ている。

社会保障部門での社会保障・年金拡大（不十分

であるが）は、評価されるが、1980年代のレベ

ルには達していない。

エンフバヤル政権が明言するとおり、この成果

は、IMF との「協調」あるいは、従属によるもの

である。

内実は、そのほとんどが、融資・援助による資

金に依拠している。この返済が30年後に大きな

負担となるだろう。この外部資金による、インフ

ラ整備、というのは、かつての帝国主義諸国の常

套手段であった（イギリスのアフリカ植民地、日

本の「満州国」など）。

それは、貧富の差の拡大、低開発の進行、とい

う、かつて、アフリカがたどった道である。モン

ゴル指導層は、かつて、В .バーバルが誇らしげ

に言い放ったような、グローバリズムを不可避な

所与のもの、とみなさず、その危険性を認識しな

ければならない。

モンゴルでは、「地下経済」が国民経済の30％を

占めている（いわゆるインフォーマル・セクター

を含む）、と言われるが、その状況への言及がない。

モンゴル国立銀行は、その事実を捕捉しているは

ずであるが、それを公式には認めていない。マク

ロ経済は、それを含めたものでなければならない。

インフォーマル・セクターこそ、当該国の自生的

発展にとって不可欠の部門であるのだから。

6．結び

2004年06月26日、国家大ホラル（国会）議員

選挙が行われた。

この選挙は、「人民革命党」、「『祖国・民主』同盟」、

「共和党などの第三勢力」の三つどもえの選挙戦と

見なされていた、社会学者Х .グンドサンボーの

述べるように、（惜しいことに）第三勢力の占める

余地はなかった 32）。

人民革命党は、「あなた方のために、あなた方と

ともに」というキャッチフレーズと、党首・首相

エンフバヤルを全面に出して、同党の政策を国民

に訴えた。

「祖国・民主」同盟は、内部に不和・対立はある

ものの、「現在の苦しみからの解放、家族への援助」

という主張を全面に出して、選挙戦を戦った。

この際、「祖国・民主」同盟による、「18歳以下

の青少年家族に毎月1万トグルグ支給」という主

張は、相当インパクトがあった。

人民革命党もこれに対抗して、「新婚家庭に50

万トグルグ、新生児に10万トグルグ、それぞれ

一度限り支給する」、と主張する始末であった 33）。

こうした事態の背景には、モンゴル国民の中で、

貧富の差が拡大し、30％以上が貧困である、と

いう事実があった。彼ら貧困層は、エンフバヤル

政権の「成果」よりも、日常の生活を重視していた。

選挙結果が出た。

人民革命党が38議席、「祖国・民主」同盟が37
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議席をそれぞれ獲得した。

これは、人民革命党の実質的な敗北であった。

すなわち、72議席から議席数をほぼ半減したの

であった。

この意味は、エンフバヤル政権が推進してきた

IMF 路線追随政策が国民の支持を得られなかっ

た、ということである。

モンゴルが「IMF 路線の束縛」から脱却し、独

立した政治・経済を確立しない限り、その将来は

危うい 34）。
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